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【提出理由】 

  第31期（自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日）における当社と連結子会社と外部３社との間の取引におい

て、一部不適切な取引が判明したため、当該不適切な取引の内容について調査をいたしました。 

 調査の結果、平成18年11月24日に提出いたしました、第31期有価証券報告書の記載内容を訂正すべき事項が生じたため

に、有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。 

【訂正事項】 

 第一部【企業情報】 

  第１【企業の概況】 

   １【主要な経営指標等の推移】 

  第２【事業の状況】 

   １【業績等の概要】 

   ２【販売および仕入の状況】 

   ７【財政状態および経営成績の分析】 

  第５【経理の状況】 

   １【連結財務諸表等】 

   （１）【連結財務諸表】 

     ②【連結損益計算書】 

   ２【財務諸表等】 

   （１）【財務諸表】   

     ②【損益計算書】 

【訂正個所】 

 訂正箇所は＿線で示しております。 



第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （訂正前） 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．従業員数欄の（外書）は、パートタイマー（１日８時間勤務換算）の年間平均雇用人員であります。 

３．第27期および第28期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がありますが希薄

化しないため、第29期および第30期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。 

４．第28期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日企業会

計基準第２号）および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平

成14年９月25日企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

     ５．第31期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（平成17年12月9日企業会計基準第5号） 

      および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（平成17年12月9日企業会計基準 

      適用指針第8号）を適用しております。 

回次 第27期 第28期 第29期 第30期 第31期 

決算年月 平成14年８月 平成15年８月 平成16年８月 平成17年８月 平成18年８月 

売上高（千円） 32,580,218 31,528,219 31,650,208 31,612,004 33,507,172 

経常利益（千円） 643,596 595,311 677,381 720,314 1,058,842 

当期純利益又は 

当期純損失（△）千円） 
253,101 217,185 265,340 △1,010,642 559,627 

純資産額（千円） 7,602,000 7,753,988 7,895,594 6,867,212 8,671,677 

総資産額（千円） 23,507,028 23,732,970 23,068,368 22,227,574 21,803,097 

１株当たり純資産額（円） 684.76 700.64 714.38 621.53 723.52 

１株当たり当期純利益金額 

又は当期純損失金額（△）

（円） 

22.66 19.59 24.00 △91.45 50.12 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額（円） 
－ － － － 49.85 

自己資本比率（％） 32.3 32.7 34.2 30.9 39.3 

自己資本利益率（％） 3.4 2.8 3.4 △13.7 7.3 

株価収益率（倍） 11.7 16.1 16.2 － 23.9 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
2,506,656 293,445 788,764 2,962,881 1,492,358 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△152,522 △407,209 △602,652 △161,356 △563,009 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△1,487,272 △39,228 △773,243 △718,687 △1,719,970 

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
2,693,286 2,540,289 1,953,159 4,036,009 3,245,408 

従業員数（人） 
501 

 (    500) 

510 

(   568）

462 

(   589）

453 

(  627) 

535 

(  658) 



 （訂正後） 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．従業員数欄の（外書）は、パートタイマー（１日８時間勤務換算）の年間平均雇用人員であります。 

３．第27期および第28期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がありますが希薄

化しないため、第29期および第30期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。 

４．第28期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日企業会

計基準第２号）および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平

成14年９月25日企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

     ５．第31期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（平成17年12月9日企業会計基準第5号） 

      および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（平成17年12月9日企業会計基準 

      適用指針第8号）を適用しております。 

回次 第27期 第28期 第29期 第30期 第31期 

決算年月 平成14年８月 平成15年８月 平成16年８月 平成17年８月 平成18年８月 

売上高（千円） 32,580,218 31,528,219 31,650,208 31,612,004 33,366,910 

経常利益（千円） 643,596 595,311 677,381 720,314 1,058,842 

当期純利益又は 

当期純損失（△）千円） 
253,101 217,185 265,340 △1,010,642 559,627 

純資産額（千円） 7,602,000 7,753,988 7,895,594 6,867,212 8,671,677 

総資産額（千円） 23,507,028 23,732,970 23,068,368 22,227,574 21,803,097 

１株当たり純資産額（円） 684.76 700.64 714.38 621.53 723.52 

１株当たり当期純利益金額 

又は当期純損失金額（△）

（円） 

22.66 19.59 24.00 △91.45 50.12 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額（円） 
－ － － － 49.85 

自己資本比率（％） 32.3 32.7 34.2 30.9 39.3 

自己資本利益率（％） 3.4 2.8 3.4 △13.7 7.3 

株価収益率（倍） 11.7 16.1 16.2 － 23.9 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
2,506,656 293,445 788,764 2,962,881 1,492,358 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△152,522 △407,209 △602,652 △161,356 △563,009 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△1,487,272 △39,228 △773,243 △718,687 △1,719,970 

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
2,693,286 2,540,289 1,953,159 4,036,009 3,245,408 

従業員数（人） 
501 

 (    500) 

510 

(   568）

462 

(   589）

453 

(  627) 

535 

(  658) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （訂正前） 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．従業員数欄の（外書）は、パートタイマー（１日８時間勤務換算）の年間平均雇用人員であります。 

３．第27期および第28期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がありますが希薄

化しないため、第29期および第30期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。 

４．第27期から自己株式を資本に対する控除項目としており、また、１株当たりの各数値（配当額は除く。）

の計算については発行済株式総数から自己株式数を控除して算出しております。 

５．第28期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日企業会

基準第２号）および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成

14年９月25日企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

     ６．第31期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（平成17年12月9日企業会計基準第5号） 

      および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（平成17年12月9日企業会計基 

      準適用指針第8号）を適用しております。 

回次 第27期 第28期 第29期 第30期 第31期 

決算年月 平成14年８月 平成15年８月 平成16年８月 平成17年８月 平成18年８月 

売上高（千円） 32,425,552 31,367,104 31,308,103 30,849,904 32,144,608 

経常利益（千円） 667,864 614,921 675,175 689,072 1,002,860 

当期純利益または当期純損失

（△）（千円） 
286,204 279,770 263,424 △1,041,595 519,368 

資本金（千円） 1,830,382 1,830,382 1,830,382 1,830,382 2,544,409 

発行済株式総数（株） 11,181,987 11,181,987 11,181,987 11,181,987 12,320,787 

純資産額（千円） 7,682,561 7,897,134 8,036,823 6,977,488 8,628,762 

総資産額（千円） 23,505,409 23,814,220 23,117,353 22,049,858 21,459,453 

１株当たり純資産額（円） 692.02 713.57 727.15 631.52 719.94 

１株当たり配当額 

(１株当たり中間配当額)(円) 

10.00 

(5.00) 

10.00 

(5.00) 

10.00 

(5.00) 

10.00 

(5.00) 

12.00 

(6.00) 

１株当たり当期純利益金額また

は当期純損失金額(△)（円） 
25.62 25.23 23.82 △94.26 46.51 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円） 
－ － － － 46.27 

自己資本比率（％） 32.7 33.2 34.8 31.6 40.2 

自己資本利益率（％） 3.8 3.6 3.3 △13.9 6.7 

株価収益率（倍） 10.3 12.5 16.4 － 25.8 

配当性向（％） 38.9 39.6 42.0 － 25.8 

従業員数（人） 
498 

(495) 

509 

(564) 

457 

(578) 

441 

(604) 

516 

(635) 



 （訂正後） 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．従業員数欄の（外書）は、パートタイマー（１日８時間勤務換算）の年間平均雇用人員であります。 

３．第27期および第28期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がありますが希薄

化しないため、第29期および第30期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。 

４．第27期から自己株式を資本に対する控除項目としており、また、１株当たりの各数値（配当額は除く。）

の計算については発行済株式総数から自己株式数を控除して算出しております。 

５．第28期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日企業会

基準第２号）および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成

14年９月25日企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

     ６．第31期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（平成17年12月9日企業会計基準第5号） 

      および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（平成17年12月9日企業会計基 

      準適用指針第8号）を適用しております。 

回次 第27期 第28期 第29期 第30期 第31期 

決算年月 平成14年８月 平成15年８月 平成16年８月 平成17年８月 平成18年８月 

売上高（千円） 32,425,552 31,367,104 31,308,103 30,849,904 32,017,657 

経常利益（千円） 667,864 614,921 675,175 689,072 1,002,860 

当期純利益または当期純損失

（△）（千円） 
286,204 279,770 263,424 △1,041,595 519,368 

資本金（千円） 1,830,382 1,830,382 1,830,382 1,830,382 2,544,409 

発行済株式総数（株） 11,181,987 11,181,987 11,181,987 11,181,987 12,320,787 

純資産額（千円） 7,682,561 7,897,134 8,036,823 6,977,488 8,628,762 

総資産額（千円） 23,505,409 23,814,220 23,117,353 22,049,858 21,459,453 

１株当たり純資産額（円） 692.02 713.57 727.15 631.52 719.94 

１株当たり配当額 

(１株当たり中間配当額)(円) 

10.00 

(5.00) 

10.00 

(5.00) 

10.00 

(5.00) 

10.00 

(5.00) 

12.00 

(6.00) 

１株当たり当期純利益金額また

は当期純損失金額(△)（円） 
25.62 25.23 23.82 △94.26 46.51 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円） 
－ － － － 46.27 

自己資本比率（％） 32.7 33.2 34.8 31.6 40.2 

自己資本利益率（％） 3.8 3.6 3.3 △13.9 6.7 

株価収益率（倍） 10.3 12.5 16.4 － 25.8 

配当性向（％） 38.9 39.6 42.0 － 25.8 

従業員数（人） 
498 

(495) 

509 

(564) 

457 

(578) 

441 

(604) 

516 

(635) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

（訂正前） 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、原油価格の動向が内外経済に与える影響が懸念されたものの、企業収益の 

 改善に伴う設備投資の増加や雇用情勢の改善など企業部門の好調さから景気回復基調でありました。今後、企業収益 

 の改善が家計部門へ波及することが見込まれ、引き続き景気は回復を続けるものとみられております。 

  スポーツ用品小売業界におきましては、野球・サッカー・テニスなどの一般スポーツ用品の需要が安定するなか、 

 ゴルフ、アウトドア用品需要の底入れ感に加えてスキー・スノーボード、防寒服などウインタースポーツ用品・用具 

 が寒気、降雪により好調な動きとなるなど、一部に回復の兆しを見せつつ堅調に推移しました。 

  このような状況の下、当社は前期までに不振店舗の整理をほぼ完了し、新規出店による店舗網の拡大と情報システ 

 ムの更新による商品力強化およびテレビ会議システムの導入等の諸施策による社内連携の強化と経営のスピードアッ 

 プを図ってまいりました。 

  また、かねてから取り組んでおります冬季偏重型から通年型への収益体質の転換を更に推し進めた結果、創業後初 

 めて下期の黒字化を達成するなど、年間を通じ安定して収益を確保できる企業体質の実現に成功しております。 

  店舗につきましては、ゴルフ名和店（愛知県東海市）を閉店したものの、平成17年11月にくりえいと宗像店（福岡 

 県宗像市）ほか３店舗、平成18年４月と５月にイオン福岡伊都店（同福岡市）をはじめ４店舗の計７店舗を新規に開 

 店し、全国25都府県に63店舗を配する国内店舗網を構築いたしました。 

  一方、収益基盤の強化では、借入金の圧縮と公募増資による財務体質の強化および人事・賃金制度の改定や職場環 

 境の改善による職場の活性化を図ってまいりました。 

  グループでは、子会社である株式会社ｅＳＰＯＲＴＳが、インターネット取引の浸透に伴い順調に業容を拡大し、 

 売上高1,776百万円（前期比75.0％増）、経常利益56百万円（同81.2％増）と大きな増収増益を達成しております。 

  その結果、当連結会計年度における当社グループの連結売上高は33,507百万円（前期比6.0％増）、連結経常利 

 益1,058百万円（同47.0％増）、連結当期純利益559百万円（前連結会計年度は1,010百万円の当期純損失）と増収増 

 益となりました。  

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

（訂正後） 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、原油価格の動向が内外経済に与える影響が懸念されたものの、企業収益の 

 改善に伴う設備投資の増加や雇用情勢の改善など企業部門の好調さから景気回復基調でありました。今後、企業収益 

 の改善が家計部門へ波及することが見込まれ、引き続き景気は回復を続けるものとみられております。 

  スポーツ用品小売業界におきましては、野球・サッカー・テニスなどの一般スポーツ用品の需要が安定するなか、 

 ゴルフ、アウトドア用品需要の底入れ感に加えてスキー・スノーボード、防寒服などウインタースポーツ用品・用具 

 が寒気、降雪により好調な動きとなるなど、一部に回復の兆しを見せつつ堅調に推移しました。 

  このような状況の下、当社は前期までに不振店舗の整理をほぼ完了し、新規出店による店舗網の拡大と情報システ 

 ムの更新による商品力強化およびテレビ会議システムの導入等の諸施策による社内連携の強化と経営のスピードアッ 

 プを図ってまいりました。 

  また、かねてから取り組んでおります冬季偏重型から通年型への収益体質の転換を更に推し進めた結果、創業後初 

 めて下期の黒字化を達成するなど、年間を通じ安定して収益を確保できる企業体質の実現に成功しております。 

  店舗につきましては、ゴルフ名和店（愛知県東海市）を閉店したものの、平成17年11月にくりえいと宗像店（福岡 

 県宗像市）ほか３店舗、平成18年４月と５月にイオン福岡伊都店（同福岡市）をはじめ４店舗の計７店舗を新規に開 

 店し、全国25都府県に63店舗を配する国内店舗網を構築いたしました。 

  一方、収益基盤の強化では、借入金の圧縮と公募増資による財務体質の強化および人事・賃金制度の改定や職場環 

 境の改善による職場の活性化を図ってまいりました。 

  グループでは、子会社である株式会社ｅＳＰＯＲＴＳが、インターネット取引の浸透に伴い順調に業容を拡大し、 

 売上高1,636百万円（前期比61.2％増）、経常利益55百万円（同79.2％増）と大きな増収増益を達成しております。 

  その結果、当連結会計年度における当社グループの連結売上高は33,366百万円（前期比5.6％増）、連結経常利 

 益1,058百万円（同47.0％増）、連結当期純利益559百万円（前連結会計年度は1,010百万円の当期純損失）と増収増 

 益となりました。  

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 



１）商品別セグメントの売上高を示すと次のとおりであります。 

 （訂正前） 

   （注）１．販売数量については、取扱商品が多品種にわたり、表示が困難であるため記載を省略しております。 

 ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 （訂正後） 

   （注）１．販売数量については、取扱商品が多品種にわたり、表示が困難であるため記載を省略しております。 

 ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

区分 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

売上高（千円） 構成比（％） 売上高（千円） 構成比（％） 

商品         

スキー・スノーボード 7,933,244 25.1 6,984,745 20.9 

ゴルフ 7,218,461 22.9 7,686,680 22.9 

アウトドア 2,154,679 6.8 2,385,419 7.1 

一般スポーツ 14,230,719 45.0 16,298,870 48.7 

その他 73,021 0.2 149,247 0.4 

小計 31,610,126 100.0 33,504,963 100.0 

保険代理業収入他 1,877 0.0 2,208 0.0 

合計 31,612,004 100.0 33,507,172 100.0 

区分 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

売上高（千円） 構成比（％） 売上高（千円） 構成比（％） 

商品         

スキー・スノーボード 7,933,244 25.1 6,844,484 20.5 

ゴルフ 7,218,461 22.9 7,686,680 23.0 

アウトドア 2,154,679 6.8 2,385,419 7.2 

一般スポーツ 14,230,719 45.0 16,298,870 48.9 

その他 73,021 0.2 149,247 0.4 

小計 31,610,126 100.0 33,364,702 100.0 

保険代理業収入他 1,877 0.0 2,208 0.0 

合計 31,612,004 100.0 33,366,910 100.0 



２）地域別セグメントの売上高を示すと次のとおりであります。 

 （訂正前） 

地域別 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

店舗数 
（店舗） 

売上高（千円） 
構成比 
（％） 

店舗数 
（店舗）

売上高（千円） 
構成比 
（％） 

北海道 １  179,496 0.6  ― ― ― 

宮城県 １  499,575 1.6  1 375,319 1.1 

群馬県 ２  1,091,146 3.5  2 1,446,808 4.3 

茨城県 ３  1,061,050 3.4  3  1,102,774 3.3 

埼玉県 ２  1,001,189 3.2  2 985,136 2.9 

千葉県 １  336,306 1.1  1  326,118 1.0 

東京都 ２  2,092,319 6.6  1 1,302,874 3.9 

新潟県 ２  1,224,871 3.9  2  1,358,877 4.1 

富山県 １  443,661 1.4  1 315,684 1.0 

石川県 １  142,651 0.5  ― ― ― 

福井県 ２  643,013 2.0  2 614,080 1.8 

長野県 ２  557,604 1.8  ― ― ― 

岐阜県 岐阜エリア ４  3,419,581 10.8  5  3,793,137 11.3 

  東濃エリア １  418,915 1.3  1  452,974 1.4 

  岐阜県計 ５  3,838,497 12.1  6 4,246,112 12.7 

静岡県 １  19,712 0.1  ― ― ― 

愛知県 名古屋エリア ３  958,325 3.0  2 545,721 1.6 

  三河エリア ８  2,750,742 8.7  8 2,945,110 8.8 

  尾張エリア ４  1,225,132 3.9  4  1,256,350 3.8 

  愛知県計 15  4,934,200 15.6  14 4,747,182 14.2 

三重県 ２  659,582 2.1  2 772,053 2.3 

滋賀県 ２ 1,597,260 5.1  2 1,594,211 4.8 

京都府 １ 372,943 1.2   2  766,088 2.3 

大阪府 ４ 2,113,756 6.7   4  2,189,079 6.5 

兵庫県 ３ 1,200,445 3.8  2 1,071,126 3.2 

鳥取県 １ 178,049 0.6  1 181,544 0.5 

岡山県 ２ 1,191,946 3.8  3 1,453,536 4.3 

山口県 ２ 1,775,780 5.5   2  1,983,263 5.9 

島根県 １ 457,736 1.4  1 504,867 1.5 

愛媛県 ２ 892,763 2.7  2 936,385 2.8 

 



 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．構成比が10％を超える地域につきましては、以下のとおりエリア別に表示しております。 

岐阜エリア………本館、ゴルフ本店、ゴルフ各務原店、アウトドア岐阜店、モレラ岐阜店 

東濃エリア………可児店 

名古屋エリア……ゴルフ名和店、千音寺店 

三河エリア………豊田店、知立店、岡崎店、半田店、ゴルフ豊田店、ゴルフ岡崎店、ゴルフ豊橋店、 

豊橋店 

尾張エリア………ゴルフ一宮店、春日井店、ゴルフ春日井店、スポーツスタジアムヒマラヤ小牧店 

３．当連結会計年度の退店店舗はゴルフ名和店の1店舗であり、上記の店舗数、売上高に含んでおります。 

（退店店舗の売上高は69,173千円であります） 

地域別 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

店舗数 
（店舗） 

売上高（千円） 
構成比 
（％） 

店舗数 
（店舗）

売上高（千円） 
構成比 
（％） 

福岡県 １ 890,923 2.7  4 1,750,733 5.2 

熊本県 １ 312,152 1.0  1 247,111 0.7 

鹿児島県  ―  ― ―  1 556,410 1.7 

沖縄県 ２ 869,429 2.7  2 901,653 2.7 

小計 65 30,578,071 96.7  64 31,729,034 94.7 

本部他 ― 1,032,055 3.3  ― 1,775,928 5.3 

商品売上合計 ― 31,610,126 100.0  ― 33,504,963 100.0 

保険代理業収入他 ― 1,877 0.0   ―  2,208 0.0 

合計 65 31,612,004 100.0   64  33,507,172 100.0 



 （訂正後） 

地域別 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

店舗数 
（店舗） 

売上高（千円） 
構成比 
（％） 

店舗数 
（店舗）

売上高（千円） 
構成比 
（％） 

北海道 １  179,496 0.6  ― ― ― 

宮城県 １  499,575 1.6  1 375,319 1.1 

群馬県 ２  1,091,146 3.5  2 1,446,808 4.3 

茨城県 ３  1,061,050 3.4  3  1,102,774 3.3 

埼玉県 ２  1,001,189 3.2  2 985,136 3.0 

千葉県 １  336,306 1.1  1  326,118 1.0 

東京都 ２  2,092,319 6.6  1 1,302,874 3.9 

新潟県 ２  1,224,871 3.9  2  1,358,877 4.1 

富山県 １  443,661 1.4  1 315,684 1.0 

石川県 １  142,651 0.5  ― ― ― 

福井県 ２  643,013 2.0  2 614,080 1.8 

長野県 ２  557,604 1.8  ― ― ― 

岐阜県 岐阜エリア ４  3,419,581 10.8  5  3,793,137 11.3 

  東濃エリア １  418,915 1.3  1  452,974 1.4 

  岐阜県計 ５  3,838,497 12.1  6 4,246,112 12.7 

静岡県 １  19,712 0.1  ― ― ― 

愛知県 名古屋エリア ３  958,325 3.0  2 545,721 1.6 

  三河エリア ８  2,750,742 8.7  8 2,945,110 8.8 

  尾張エリア ４  1,225,132 3.9  4  1,256,350 3.8 

  愛知県計 15  4,934,200 15.6  14 4,747,182 14.2 

三重県 ２  659,582 2.1  2 772,053 2.3 

滋賀県 ２ 1,597,260 5.1  2 1,594,211 4.8 

京都府 １ 372,943 1.2   2  766,088 2.3 

大阪府 ４ 2,113,756 6.7   4  2,189,079 6.6 

兵庫県 ３ 1,200,445 3.8  2 1,071,126 3.2 

鳥取県 １ 178,049 0.6  1 181,544 0.5 

岡山県 ２ 1,191,946 3.8  3 1,453,536 4.4 

山口県 ２ 1,775,780 5.5   2  1,983,263 5.9 

島根県 １ 457,736 1.4  1 504,867 1.5 

愛媛県 ２ 892,763 2.7  2 936,385 2.8 

 



 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．構成比が10％を超える地域につきましては、以下のとおりエリア別に表示しております。 

岐阜エリア………本館、ゴルフ本店、ゴルフ各務原店、アウトドア岐阜店、モレラ岐阜店 

東濃エリア………可児店 

名古屋エリア……ゴルフ名和店、千音寺店 

三河エリア………豊田店、知立店、岡崎店、半田店、ゴルフ豊田店、ゴルフ岡崎店、ゴルフ豊橋店、 

豊橋店 

尾張エリア………ゴルフ一宮店、春日井店、ゴルフ春日井店、スポーツスタジアムヒマラヤ小牧店 

３．当連結会計年度の退店店舗はゴルフ名和店の1店舗であり、上記の店舗数、売上高に含んでおります。 

（退店店舗の売上高は69,173千円であります） 

地域別 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

店舗数 
（店舗） 

売上高（千円） 
構成比 
（％） 

店舗数 
（店舗）

売上高（千円） 
構成比 
（％） 

福岡県 １ 890,923 2.7  4 1,750,733 5.3 

熊本県 １ 312,152 1.0  1 247,111 0.7 

鹿児島県  ―  ― ―  1 556,410 1.7 

沖縄県 ２ 869,429 2.7  2 901,653 2.7 

小計 65 30,578,071 96.7  64 31,729,034 95.1 

本部他 ― 1,032,055 3.3  ― 1,635,667 4.9 

商品売上合計 ― 31,610,126 100.0  ― 33,364,702 100.0 

保険代理業収入他 ― 1,877 0.0   ―  2,208 0.0 

合計 65 31,612,004 100.0   64  33,366,910 100.0 



２【販売および仕入の状況】 

(1)店舗形態別売上高 

 （訂正前） 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 （訂正後） 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

店舗形態 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

店舗数 
（店舗） 

売上高（千円） 
構成比 
（％） 

店舗数 
（店舗）

売上高（千円） 
構成比 
（％） 

総合レジャースポーツ用品

店 
50  25,412,940 80.4  50 27,389,115 81.7 

専門スポーツ用品店             

ゴルフ用品店 11 3,392,406 10.7  11 3,487,480 10.4 

アウトドア用品店 １ 195,766 0.6  1 183,646 0.6 

ゴルフ・一般スポーツ用

品店 
１ 364,468 1.2  1 361,755 1.1 

スノーボード用品店 １ 923,238 2.9  ― ― ― 

その他（本部売上、手数料

収入等） 
１ 1,323,183 4.2  1 2,085,173 6.2 

合計 65 31,612,004 100.0  64 33,507,172 100.0 

店舗形態 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

店舗数 
（店舗） 

売上高（千円） 
構成比 
（％） 

店舗数 
（店舗）

売上高（千円） 
構成比 
（％） 

総合レジャースポーツ用品

店 
50  25,412,940 80.4  50 27,389,115 82.1 

専門スポーツ用品店             

ゴルフ用品店 11 3,392,406 10.7  11 3,487,480 10.4 

アウトドア用品店 １ 195,766 0.6  1 183,646 0.6 

ゴルフ・一般スポーツ用

品店 
１ 364,468 1.2  1 361,755 1.1 

スノーボード用品店 １ 923,238 2.9  ― ― ― 

その他（本部売上、手数料

収入等） 
１ 1,323,183 4.2  1 1,944,912 5.8 

合計 65 31,612,004 100.0  64 33,366,910 100.0 



(2)単位当たりの売上高 

 （訂正前） 

 （注）１．上記の売上高は、インターネット販売を除く商品売上高であり、「保険代理業収入他」は含まれておりませ

ん。 

２．売場面積（平均）は、店舗の稼働日数を基礎として算出しております。 

３．従業員数（平均）は、パートタイマー（１日８時間勤務換算）を含めております。 

４．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 （訂正後） 

 （注）１．上記の売上高は、インターネット販売を除く商品売上高であり、「保険代理業収入他」は含まれておりませ

ん。 

２．売場面積（平均）は、店舗の稼働日数を基礎として算出しております。 

３．従業員数（平均）は、パートタイマー（１日８時間勤務換算）を含めております。 

４．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

売上高（千円） 30,847,567 32,140,877 

１㎡当たり売上高 
売場面積(平均)(㎡) 104,196 113,578 

期間売上高（千円） 296 282 

１人当たり売上高 
従業員数(平均)(人) 1,050 1,100 

期間売上高（千円） 29,378 29,218 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

売上高（千円） 30,847,567 31,753,752 

１㎡当たり売上高 
売場面積(平均)(㎡) 104,196 113,578 

期間売上高（千円） 296 279 

１人当たり売上高 
従業員数(平均)(人) 1,050 1,100 

期間売上高（千円） 29,378 28,867 



(3)仕入実績 

 （訂正前） 

 （注）１．仕入数量については、取扱商品が多品種にわたり、表示が困難であるため記載を省略しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 （訂正後） 

 （注）１．仕入数量については、取扱商品が多品種にわたり、表示が困難であるため記載を省略しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

区分 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

仕入高（千円） 構成比（％） 仕入高（千円） 構成比（％） 

スキー・スノーボード 4,122,873 20.4 4,017,113 17.8 

ゴルフ 5,113,413 25.3 5,648,832 25.0 

アウトドア 1,424,929 7.1 1,684,974 7.4 

一般スポーツ 9,452,649 46.8 11,132,053 49.2 

その他 78,172 0.4 134,094 0.6 

合計 20,192,038 100.0 22,617,068 100.0 

区分 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

仕入高（千円） 構成比（％） 仕入高（千円） 構成比（％） 

スキー・スノーボード 4,122,873 20.4 3,876,851 17.3 

ゴルフ 5,113,413 25.3 5,648,832 25.1 

アウトドア 1,424,929 7.1 1,684,974 7.5 

一般スポーツ 9,452,649 46.8 11,132,053 49.5 

その他 78,172 0.4 134,094 0.6 

合計 20,192,038 100.0 22,476,807 100.0 



７【財政状態および経営成績の分析】 

 （訂正前） 

（２）経営成績の分析 

  ①売上高 

    当連結会計年度の売上高は、一般スポーツ用品を中心とした通年型経営へのシフトが順調に推移したこと、 

   および、連結子会社である株式会社eSPORTSの業容拡大による売上増加により、335億７百万円（前期比6.0 

     ％増）となりました。 

  

  ②営業利益 

    売上総利益は、ウインタースポーツ用品が前期比減少したものの、主に一般スポーツ用品の売上総利益増 

   加で十分補い、前連結会計年度に比べ11億46百万円増加し115億16百万円（前期比11.1％増）となりました。  

    販売費及び一般管理費は、主に人件費の増加により前連結会計年度に比べ８億35百万円増加し104億22百万 

   円（前期比8.7％増）となり、売上高比率は31.1％（前期比0.8ポイント増）となりました。 

    これらにより、営業利益は前連結会計年度に比べ３億11百万円増加し10億93百万円（前期比39.8％増）と 

   なりました。   

 （訂正後） 

（２）経営成績の分析 

  ①売上高 

    当連結会計年度の売上高は、一般スポーツ用品を中心とした通年型経営へのシフトが順調に推移したこと、 

   および、連結子会社である株式会社eSPORTSの業容拡大による売上増加により、333億66百万円（前期比5.6 

     ％増）となりました。 

  

  ②営業利益 

    売上総利益は、ウインタースポーツ用品が前期比減少したものの、主に一般スポーツ用品の売上総利益増 

   加で十分補い、前連結会計年度に比べ11億46百万円増加し115億16百万円（前期比11.1％増）となりました。  

    販売費及び一般管理費は、主に人件費の増加により前連結会計年度に比べ８億35百万円増加し104億22百万 

   円（前期比8.7％増）となり、売上高比率は31.2％（前期比0.9ポイント増）となりました。 

    これらにより、営業利益は前連結会計年度に比べ３億11百万円増加し10億93百万円（前期比39.8％増）と 

   なりました。   



第５【経理の状況】 

１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

②【連結損益計算書】 

 （訂正前） 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  31,612,004 100.0 33,507,172 100.0 

Ⅱ 売上原価  21,242,140 67.2 21,990,820 65.6

売上総利益  10,369,863 32.8 11,516,351 34.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１．広告宣伝費  770,822 795,902   

２．役員退職慰労引当金繰
入額 

 14,426 28,164   

３．給料手当  2,730,421 2,891,543   

４．賞与引当金繰入額  107,247 217,777   

５．退職給付費用  28,904 23,523   

６．賃借料  3,002,983 3,009,794   

７．その他  2,933,070 9,587,876 30.3 3,456,173 10,422,878 31.1

営業利益  781,986 2.5 1,093,472 3.3

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  11,468 12,324   

２．受取賃貸料  49,011 74,920   

３．仕入割引  18,470 13,902   

４．その他  54,979 133,929 0.4 40,017 141,165 0.4

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  174,104 135,858   

２．新株発行費  ― 15,055   

３．為替差損  1,593 4   

４．その他  19,902 195,601 0.6 24,877 175,796 0.5

経常利益  720,314 2.3 1,058,842 3.2

Ⅵ 特別利益    

１．固定資産売却益  ※１ 233 ―   

２．投資有価証券売却益   ― 233 0.0 29,835 29,835 0.0
     

 



   
前連結会計年度 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産売却損 ※２ 4,055 ―   

２．固定資産除却損 ※３ 232,705 ―   

３．減損損失  ※５  1,006,483 12,690   

４．ゴルフ会員権評価損  2,723 75   

５．貸倒引当金繰入額   21,989 ―   

６．貸倒損失    ― 92,627   

７．退店損失  ※４  668,998 1,936,955 6.1 2,121 107,515 0.3

税金等調整前当期純利
益又は税金等調整前当
期純損失(△) 

 △1,216,407 △3.8 981,161 2.9

法人税、住民税及び事
業税 

 46,239 253,396   

法人税等調整額  △252,004 △205,764 △0.7 152,705 406,101 1.2

少数株主利益   ― ― △15,432 0.0

当期純利益又は当期純
損失(△) 

 △1,010,642 △3.1 559,627 1.7

     



 （訂正後） 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  31,612,004 100.0 33,366,910 100.0 

Ⅱ 売上原価  21,242,140 67.2 21,850,559 65.5

売上総利益  10,369,863 32.8 11,516,351 34.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１．広告宣伝費  770,822 795,902   

２．役員退職慰労引当金繰
入額 

 14,426 28,164   

３．給料手当  2,730,421 2,891,543   

４．賞与引当金繰入額  107,247 217,777   

５．退職給付費用  28,904 23,523   

６．賃借料  3,002,983 3,009,794   

７．その他  2,933,070 9,587,876 30.3 3,456,173 10,422,878 31.2

営業利益  781,986 2.5 1,093,472 3.3

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  11,468 12,324   

２．受取賃貸料  49,011 74,920   

３．仕入割引  18,470 13,902   

４．その他  54,979 133,929 0.4 40,017 141,165 0.4

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  174,104 135,858   

２．新株発行費  ― 15,055   

３．為替差損  1,593 4   

４．その他  19,902 195,601 0.6 24,877 175,796 0.5

経常利益  720,314 2.3 1,058,842 3.2

Ⅵ 特別利益    

１．固定資産売却益  ※１ 233 ―   

２．投資有価証券売却益   ― 233 0.0 29,835 29,835 0.1
     

 



   
前連結会計年度 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産売却損 ※２ 4,055 ―   

２．固定資産除却損 ※３ 232,705 ―   

３．減損損失  ※５  1,006,483 12,690   

４．ゴルフ会員権評価損  2,723 75   

５．貸倒引当金繰入額   21,989 ―   

６．貸倒損失    ― 92,627   

７．退店損失  ※４  668,998 1,936,955 6.1 2,121 107,515 0.3

税金等調整前当期純利
益又は税金等調整前当
期純損失(△) 

 △1,216,407 △3.8 981,161 3.0

法人税、住民税及び事
業税 

 46,239 253,396   

法人税等調整額  △252,004 △205,764 △0.7 152,705 406,101 1.3

少数株主利益   ― ― △15,432 0.0

当期純利益又は当期純
損失(△) 

 △1,010,642 △3.1 559,627 1.7

     



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

②【損益計算書】 

 （訂正前） 

   
前事業年度 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  30,849,904 100.0 32,144,608 100.0 

Ⅱ 売上原価    

１．商品期首たな卸高  7,417,125 6,291,211   

２．当期商品仕入高  19,611,533 21,561,717   

合計  27,028,658 27,852,928   

３．他勘定振替高  1,498 2,280   

４．商品期末たな卸高  6,291,211 20,735,949 67.2 6,758,931 21,091,715 65.6

売上総利益  10,113,955 32.8 11,052,892 34.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１．販売手数料  294,615 310,090   

２．広告宣伝費  761,649 766,887   

３．消耗品費  141,501 192,899   

４．役員報酬  75,929 73,639   

５．役員退職慰労引当金繰
入額 

 14,426 28,164   

６．給料手当  2,661,800 2,769,922   

７．従業員賞与  234,586 322,816   

８．賞与引当金繰入額  107,247 217,777   

９．退職給付費用  28,904 23,523   

10．福利厚生費  311,584 355,451   

11．賃借料  2,999,934 3,006,134   

12．減価償却費  343,416 352,353   

13．水道光熱費  476,461 460,650   

14．その他  918,614 9,370,673 30.4 1,144,275 10,024,586 31.2

営業利益  743,282 2.4 1,028,306 3.2

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  11,166 11,982   

２．有価証券利息  290 323   

３．仕入割引  18,470 13,902   

４．受取賃貸料 ※１ 54,725 80,634   

５．その他  56,049 140,701 0.4 41,238 148,081 0.4

     
 



   
前事業年度 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  173,016 133,882   

２．社債利息  399 470   

３．為替差損  1,593 4   

４．その他  19,902 194,912 0.6 39,169 173,527 0.5

経常利益  689,072 2.2 1,002,860 3.1

Ⅵ 特別利益    

１．固定資産売却益 ※２ 233 ―   

２．投資有価証券売却益  ― 233 0.0 29,835 29,835 0.1

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産売却損 ※３ 4,055 ―   

２．固定資産除却損 ※４ 232,705 ―   

３．減損損失  ※６ 1,006,483 12,690   

４．ゴルフ会員権評価損  2,723 75   

５．貸倒引当金繰入額   21,989 ―   

６．退店損失  ※５  668,998 2,121   

７．貸倒損失  ― 1,936,955 6.2 92,627 107,515 0.3

税引前当期純利益又は
税引前当期純損失(△) 

 △1,247,650 △4.0 925,180 2.9

法人税、住民税及び事
業税 

 45,949 253,106   

法人税等調整額  △252,004 △206,054 △0.6 152,705 405,811 1.3

当期純利益又は当期純
損失(△) 

 △1,041,595 △3.4 519,368 1.6

前期繰越利益  788,054 ― 

中間配当額  55,250 ― 

当期未処理損失  308,791 ― 

               



 （訂正後） 

   
前事業年度 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  30,849,904 100.0 32,017,657 100.0 

Ⅱ 売上原価    

１．商品期首たな卸高  7,417,125 6,291,211   

２．当期商品仕入高  19,611,533 21,421,456   

合計  27,028,658 27,712,667   

３．他勘定振替高  1,498 2,280   

４．商品期末たな卸高  6,291,211 20,735,949 67.2 6,758,931 20,951,454 65.4

売上総利益  10,113,955 32.8 11,066,202 34.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１．販売手数料  294,615 310,090   

２．広告宣伝費  761,649 766,887   

３．消耗品費  141,501 192,899   

４．役員報酬  75,929 73,639   

５．役員退職慰労引当金繰
入額 

 14,426 28,164   

６．給料手当  2,661,800 2,769,922   

７．従業員賞与  234,586 322,816   

８．賞与引当金繰入額  107,247 217,777   

９．退職給付費用  28,904 23,523   

10．福利厚生費  311,584 355,451   

11．賃借料  2,999,934 3,006,134   

12．減価償却費  343,416 352,353   

13．水道光熱費  476,461 460,650   

14．その他  918,614 9,370,673 30.4 1,144,275 10,024,586 31.3

営業利益  743,282 2.4 1,041,616 3.3

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  11,166 11,982   

２．有価証券利息  290 323   

３．仕入割引  18,470 13,902   

４．受取賃貸料 ※１ 54,725 80,634   

５．その他  56,049 140,701 0.4 41,238 148,081 0.4

     
 



   
前事業年度 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  173,016 133,882   

２．社債利息  399 470   

３．為替差損  1,593 4   

４．その他  19,902 194,912 0.6 52,479 186,837 0.6

経常利益  689,072 2.2 1,002,860 3.1

Ⅵ 特別利益    

１．固定資産売却益 ※２ 233 ―   

２．投資有価証券売却益  ― 233 0.0 29,835 29,835 0.1

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産売却損 ※３ 4,055 ―   

２．固定資産除却損 ※４ 232,705 ―   

３．減損損失  ※６ 1,006,483 12,690   

４．ゴルフ会員権評価損  2,723 75   

５．貸倒引当金繰入額   21,989 ―   

６．退店損失  ※５  668,998 2,121   

７．貸倒損失  ― 1,936,955 6.2 92,627 107,515 0.3

税引前当期純利益又は
税引前当期純損失(△) 

 △1,247,650 △4.0 925,180 2.9

法人税、住民税及び事
業税 

 45,949 253,106   

法人税等調整額  △252,004 △206,054 △0.6 152,705 405,811 1.3

当期純利益又は当期純
損失(△) 

 △1,041,595 △3.4 519,368 1.6

前期繰越利益  788,054 ― 

中間配当額  55,250 ― 

当期未処理損失  308,791 ― 

               


	表紙
	本文
	提出理由
	訂正事項
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２販売および仕入の状況
	７財政状態および経営成績の分析

	第５経理の状況
	１連結財務諸表等
	（１）連結財務諸表
	②連結損益計算書


	２財務諸表等
	（１）財務諸表
	②損益計算書
	訂正個所




	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２販売および仕入の状況
	７財政状態および経営成績の分析

	第５経理の状況
	１連結財務諸表等
	(1）連結財務諸表
	②連結損益計算書


	２財務諸表等
	(1）財務諸表
	②損益計算書






	pageform1: 1/24
	pageform2: 2/24
	form1: EDINET提出書類  2007/05/30 提出
	form2: 株式会社　ヒマラヤ(431295)
	form3: 有価証券報告書
	pageform3: 3/24
	pageform4: 4/24
	pageform5: 5/24
	pageform6: 6/24
	pageform7: 7/24
	pageform8: 8/24
	pageform9: 9/24
	pageform10: 10/24
	pageform11: 11/24
	pageform12: 12/24
	pageform13: 13/24
	pageform14: 14/24
	pageform15: 15/24
	pageform16: 16/24
	pageform17: 17/24
	pageform18: 18/24
	pageform19: 19/24
	pageform20: 20/24
	pageform21: 21/24
	pageform22: 22/24
	pageform23: 23/24
	pageform24: 24/24


